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年間100社近くの企業が上場を果たし、毎年IPO準備企業は1000社いると言われている中、IPO準備が
なかなか進まないという企業の声も多く聞こえてきます。その原因は、監査法人に契約してもらえな
いこと（契約を継続してもらえないこと）。それはなぜなのでしょうか？
今回は元大手監査法人監査部隊出身、現在も多くのIPO準備企業を支援されているあいわ税理士法人

IPO支援室長／公認会計士 圡屋氏にIPO準備の現場で何が起きているのか、お話をお伺いしました。
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IPO難民（監査難民）にならないためには？

• 監査法人に選ばれるために、監査法人が見る３つの視点を抑える
• 従来よりも早いタイミングで会計制度と内部管理体制を整備する
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ここ最近、「○○監査法人に契約
をお願いしたところ断られた。どこ
か契約をしてくれそうな監査法人を
紹介してもらえないか？」、「監査
法人から契約を更新できないかも、
と言われたのだがどう対処したら良
いか？」、「新年度から監査報酬を
大幅に増額してほしい、と言われた
ので他の監査法人をあたった方が良
いか？」などといった相談をよく受
けます。

監査法人をはじめとした IPO準備
の現場では何が起きているのでしょ
うか？

－深刻な人手不足、監査法人が IPO
準備会社を選ぶ時代に

今から約10年前、リーマンショッ
クなどによる景気の冷え込みなども
あり、監査法人の業務は大幅に減少
し、人手も余り、各法人とも新規の
案件を獲得すべく積極的な営業を
行っていました。その成果もあって
数年後には新規の案件、特に IPO準
備会社を多く獲得し、業務量が増大
しました。一方で、上場企業で相次
ぐ不祥事が発覚し、監査法人に対す
る監督官庁の締付も強化され、1社
にかけなければならない業務や時間
も増加し、徐々に人手不足の状況に
陥りました。そして止めとなったの
が働き方改革とそれに基づく残業規
制です。これにより深刻な人手不足
となり、内部統制が整備途上にある
IPO準備会社は、リスクと手間がか
かり監査法人としての採算も良くな
いことなどから敬遠され、上場企業

をはじめとした、手間のかからない
儲かる業務へとシフトしていきまし
た。その結果が、今の IPO難民、
監査難民ともいえる状況を作り出し
たのです。時代はもう IPO準備会社
が監査法人を選ぶのではなく、監査
法人が IPO準備会社を選ぶ時代なの
です。

では、監査法人はどのような視点
で IPO準備会社を見て、選んでいる
のでしょうか？

－新規契約時の監査法人の３つの視
点

前述のとおり深刻な人手不足など
によって監査法人は、『リスクと手
間がかからない』、『儲かる業務』
へとシフトしたわけです。一方で資
本市場の重要なインフラである監査
法人としては、社会からの役割期待
に応えている、と胸を張って言うた
めにも、人手不足とはいいながらも
『 IPO実績』も追い求めなければな
りません。ですので、監査法人が新
規に契約をするかどうかは、主に3
つの視点で検討がされます。

(１ )  IPOの確度は？スケジュール通
り IPOできそうな会社か？

限られたリソースを使って『 IPO
実績』を追い求めなければなりませ
んので、当然その会社の IPOの確度
は重要で、その中でも特に“スケ
ジュール通り” IPOできそうだ、と
いった点が重要になります。とは
言っても、本当にスケジュール通り

IPOできるかどうかなどは、正直誰
にも分りません。では監査法人はど
うやってそこを見ているのでしょう
か？

答えは客観的で実現可能性の高い、
合理的な事業計画があるかどうかで
す。実際にスケジュール通り IPOで
きるかはわからないにしても、スケ
ジュール通り IPOできそうだ、は事
業計画から推測することはできます。
新規契約の可否は、会社に訪問して
いるパートナーやマネージャーだけ
ではなく、契約して良いかどうか判
断する本部の会計士などの複数人で
検討します。つまり、誰もが納得で
きる、客観的で実現可能性の高い、
合理的な事業計画を提示できるか
（または説明できるか）、が監査契
約を締結するためにも重要なポイン
トの一つとなります。

ここで大事なのは、“客観的で実
現可能性の高い、合理的な”という
ところです。事業計画はあれば良い
というものではありません。右肩上
がりのバラ色の事業計画がダメなの
はもちろんのこと、その計画数値の
根拠を示せない、主観的で実現可能
性がわからない計画はダメです。そ
して、そもそも事業計画は社長の頭
の中にあって社長しかわかりません、
は論外です。

(２ )  リスクと手間がかからない会社
か？

リスクがある会社は検討しなけれ
ばならない項目が増えるため、監査

監査法人の働き方改革がIPO最大のネックに？！

にならないためには、
何が必要か？IPO難民（監査難民）

東京都新宿区西新宿六丁目8番1号住友不動産新宿オークタワー 32F

[TEL]03-3342-1880(代) [mail]obc-as@obc.co.jp [担当]堀江/坂本/大竹
http://www.obc.co.jp/ipo/

IPO Compassで
コラムを確認！



Professional Column
2018.11

の工数が増え、人手も必要になりま
す。また、手間のかかる会社も当然
に人手が必要になります。そのため、
人手不足である監査法人からは、リ
スクと手間がかかりそうな会社は敬
遠されるのです。

では、リスクのある会社かどうか
はどういったところを見ているので
しょうか？一言でリスクと言っても、
ビジネスリスクや外部環境、内部環
境に起因するリスクなど様々なリス
クがあり、これらを個別的・総合的
に検討して最
終的な判断をすることになりますが、
（ここは個人的な見解ですが）特に
重視するのは、経営者の誠実性はど
うか、経営者は管理の重要性を認識
しているか、などの経営者に起因す
るリスクだと考えます。経営者に誠
実性が認められなければ、問題や不
祥事、粉飾決算などが起こる可能性
は高まりますし、管理の重要性を認
識してなければ、管理のひずみが生
じ、同じく不正や問題が生じる可能
性が高まるからです。監査法人はま
ず経営者に会って、この経営者はど
ういう人なのか、どういう考えを
持っているのか、人柄はどうか、と
いったところを、打ち合わせの場や
雑談時など様々な局面で、実は見定
めていたりするのです。

また、手間のかかる会社かどうか
は、主に管理部門を中心とした管理
レベルを見ています。例えばこのよ
うな会社は、手間がかかる会社、と
見られる可能性が高いです。

• 決算が自社で締められない、時間
がかかる

• 企業会計（上場企業が採用する会
計）についての会話ができない、
通じない、適切なCFOや担当者が
いない・必要な情報や資料がない、
適切に整理・保管されていない

• 在庫数が多く、数が合わない、過
去数えたことがない

• 必要以上に子会社が多く、グルー
プ間取引も多いが、その実態が把
握できていない など

そのため、手間がかかる会社と見
られないようにするためにも、早期
での会計制度、内部管理体制の整備
が重要となります。

(３ )  ちゃんと採算が取れる会社か
（監査工数と報酬のバランスが見
合っているか）？

人手に余裕があり、監査法人が積
極的に IPO案件を行っていた数年前
は、会社の成長とそれに伴う監査報

酬の増額を期待して、上場会社と比
べて採算が悪かったり赤字であった
としても契約を受けることもありま
した。しかし今は深刻な人手不足の
状況です。赤字の案件はもちろんの
こと、上場会社をはじめとした他の
案件と比べて採算が悪
い場合にはまず契約は受けてくれま
せん。そのため、過去の監査報酬の
水準ではなく、現時点での報酬水準、
トレンドを把握し、報酬交渉をする
ことが肝要です。たまに、現在の状
況やトレンドを把握せずに、数年前
に IPOした会社の経営者やそこにか
かわっていた外部のコンサルなどか
ら監査報酬の金額
を聞いて、そのベースで交渉しよう
とする会社がありますが、それでは
まず契約は受けてくれません。もち
ろん、状況やトレンドが変われば、
監査報酬も下がることもあるかもし
れませんので、大切なのは過去の状
況やトレンドではなく、今現在の最
新の状況やトレンドを把握すること
です。

－これからの IPO準備は、従来より
も早いタイミングでの会計制度・内
部管理体制の整備が必要

前述のとおり、監査法人と契約し、
円滑に IPO準備を進めるためには、
監査法人に対して事業計画などを
ベースに客観的かつ合理的に会社の
成長性（つまり IPOの実現可能性）
を説明するとともに、“手間のかか
らない会社”ですよ、という印象を
持ってもらう必要があります。その

ためには、従来よりも早いタイミン
グで企業会計ベースでの会計
制度や内部管理体制を整備し、事業
計画を立案し、その体制を運用
（PDCAサイクルの運用を）してい
く必要があります。

下図をご覧ください。こちらは一
例ですが、 IPO準備においてまず何
から手を付けるか迷った場合には是
非参考にしてください。やっぱり監
査法人に
とって、企業会計ベースでの会計制
度が確立している会社とそうでない
会社では、手間がかかるかどうかで
見ると雲泥の差があり、重視したい
ポイントになります。

－ IPO準備で、間違えてはならない
こと

ここまで IPO難民、特に監査難民
にならないための話しをしてきまし
たが、最後に皆さんに強調したいの
が、間違っても監査法人ありき、
IPOありきの準備とはならないこと
です。確かに IPOを実現するために
は監査法人との契約は重要です。し
かし IPOはゴールではなく会社が健
全に成長・発展していくためのひと
つの通過点です。監査法人と契約す
るためだけの体制づくりを考えるの
ではなく、会社が健全に成長し、発
展していくための体制はどうあるべ
きなのかを考えるべきであり、そう
することで、結果として監査法人と
も契約でき、円滑な IPOを実現する
ことができるのです。
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1999年より、監査法人業界にて上場会社の監査や株式上場支援業務に従事。金融機関への出
向なども経験し、2015年にあいわ税理士法人に入所し現在に至る。株式上場に関連するセミ
ナー講師多数。「株式上場マニュアル」（税務研究会）、「ケーススタディ・データ分析に
よる資本政策の実務」（税務研究会)などを執筆。

執筆者：あいわ税理士法人 IPO支援室長／公認会計士 圡屋 憲氏

IPO支援、資本政策尾プロ集団！あいわ税理士法人HP https://www.aiwa-tax.or.jp/


